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本稿では IPA(情報処理推進機構)が 2006 年 8 月に実施した「第 28 回情報処理産業経営実態
調査」における個票データを用いて、日本のソフトウェア産業の生産性の決定要因に関する実

















るものであり、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。  2





ならず OECD 各国で進んでいる。OECD 各国の総付加価値に占めるマーケット・サービ











ェアは CASE（Computer Aided Software Engineering）などの開発ツールやより自然言
語に近いプログラム言語の登場など開発環境は向上しているものの、その生産性はソフト
ウェアプログラマーの能力に左右される労働集約的な色彩が強い。従って、生産技術の進


















2.  データの概要とソフトウェア企業の分類 
情報処理推進機構は、ソフトウェア企業における経営状況を把握するために毎年「情報
処理産業経営実態調査」を行っている。本研究においては 2006 年 8 月に実施された「第
28 回調査」における企業レベルデータを用いた。本調査が対象とする情報処理産業には受
注ソフトウェア開発、ソフトウェアプロダクト販売、システム等管理受託、インターネッ
ト関連、 その他の情報サービスなどが含まれる。 調査項目は、 企業の概要(業種、 設立年月、
資本系列、営業地域等)、貸借対照表・損益計算書の各項目、借入状況、資金調達状況、雇
用、教育状況、スキル標準の活用、ソフトウェア・エンジニアリング・センター等である。
調査対象企業数 4,000 社に対して有効回答数は 861 社(ソフトウェア業 581 社、 情報処理サ
ービス業 280 社)となっており、回答率は 21.5%となっている。 





















図表 1   情報処理産業に属する企業の分類 
  同業者向け売上高比率   
平均以上 
同業者向け売上高比率   
平均未満 
外注費比率  平均以上  中間的下請け  元請け 
外注費比率  平均未満  最終的下請け  独立型企業 






















                                                   







「第 28 回  情報処理産業経営実態調査報告書」のヒアリング結果でも、 「受注するときの
人件費単価は変わらないが、協力会社へ依頼するときの単価が上がってきている。協力会







図表 2   元請け、中間下請け、最終下請け、独立系の比較（平均値） 
 
  全体  元請け  中間下請け  最終下請け  独立系 
付加価値（百万円）  2698  5347  1710  1297   1893 
有形固定資産（百万円）  621  1178  316  342   528 
ソフトウェア資産（百万円）  327  610  91  51   416 
従業員数（人）  273  477  219  173   187 
労働生産性（円／時間・人）  4248  4944  3380  4221   4387 
売上高外注費比率  0.23  0.33  0.36  0.10   0.08 
同業者向け売上高比率  0.28  0.04  0.66  0.58   0.04 
受注ソフトウェア売上高比率  0.54  0.55  0.76  0.56   0.33 
ソフトウェアプロダクト売上高比率  0.09  0.04  0.04  0.15   0.16 
ソフトウェア以外売上高比率  0.37  0.41  0.20  0.30   0.52 




  メーカー系  ユーザー系  独立系  計 
全体  45  85 309  439 
元請け  23  37 60  120
中間下請け  23  23 70  116
最終下請け  4  5 58  67
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…(1) 
【産業組織構造を考慮したケース】 
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j                      … (2) 
【産業組織と人的資本のケース】  7
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j                    … (3) 
Y :付加価値 
1 K :資本ストック(有形固定資産) 
2 K :資本ストック(ソフトウェア) 
L:労働投入(労働時間と従業員数の積) 
capital Human_ :人的資本を表す変数 
software ratio_ :  ソフトウェア売上高比率 
org dummy_ :  元請け企業ダミー、中間下請け企業ダミー、最終下請け企業ダミー  
software ratio_ :  ソフトウェア売上高比率 






・  情報処理試験合格者割合 1：全従業員に占める情報処理試験合格者の割合。 
・  情報処理試験合格者割合 2：全従業員に占める基本情報技術者試験(情報処理試験の種
類)合格者の割合。 
・  情報処理試験合格者割合 3：全従業員に占めるソフトウェア開発技術者試験(情報処理
試験の種類)合格者の割合。 











































図表 3   推計結果  人的資本を用いたケース 
  係数  標準誤差    係数  標準誤差   
資本装備率(固定資産)  0.0573  0.0129  ***  0.0570  0.0128  *** 
資本装備率(ソフトウェア)  0.0959  0.0110  ***  0.0954  0.0110  *** 
情報処理合格者割合 1  0.0001  0.0000  *       
情報処理合格者割合 2        0.0001  0.0001  ** 
情報処理合格者割合 3          
情報処理合格者割合 4          
ソフトウェア売上高比率  0.0532  0.0636    0.0485  0.0636   
定数項  -4.2371  0.1318  ***  -4.2413  0.1314  *** 
サンプル数  439  439 
自由度修正済み決定係数  0.2311  0.2327 
 
  係数  標準誤差    係数  標準誤差   
資本装備率(固定資産)  0.0569  0.0128  ***  0.0587  0.0128  *** 
資本装備率(ソフトウェア)  0.0949  0.0110  ***  0.0968  0.0110  *** 
情報処理合格者割合 1          
情報処理合格者割合 2          
情報処理合格者割合 3  0.0003  0.0001  **       
情報処理合格者割合 4        0.0004  0.0003   
ソフトウェア売上高比率  0.0474  0.0635    0.0599  0.0637   
定数項  -4.2439  0.1312  ***  -4.2182  0.1310  *** 
サンプル数  439  439 
自由度修正済み決定係数  0.2341  0.2287 
 
(注)   
・  資本装備率は(1)式における資本ストック/労働投入の値。 
・  ソフトウェア売上高ダミーは、ソフトウェア売上(受注ソフトウェア+ソフトウェア・プロダクト)の 10



















図表 4   推計結果  産業組織構造を考慮したケース 
  係数  標準誤差   
資本装備率(固定資産)  0.0668  0.0126  *** 
資本装備率(ソフトウェア)  0.0890  0.0108  *** 
元請けダミー  0.1210  0.0543  ** 
中間下請けダミー  -0.0437  0.0586   
最終下請けダミー  0.0522  0.0657   
メーカー系ダミー  0.1786  0.0692  *** 
ユーザー系ダミー  0.1943  0.0551  *** 
ソフトウェア売上高比率  0.1449  0.0670  ** 
定数項  -4.3514  0.1296  *** 
サンプル数  439 
自由度修正済み決定係数  0.2726  11
 
(注) 
・  元請けダミーはグルーピングの結果の元請けとみなした企業を 1,そうでない企業を 0 としたダミー変数 
・  中間下請けダミーはグルーピングの結果の中間的下請けとみなした企業を 1,そうでない企業を 0 としたダミー変
数 
・  最終下請けダミーはグルーピングの結果の最終下請けとみなした企業を 1,そうでない企業を 0 としたダミー変数 
・  メーカー系ダミー、ユーザー系ダミーはそれぞれ、資本系列がメーカー、ユーザーである企業を 1,そうでない企
業を 0 としたダミー変数 
 
元請け交差項と中間下請け交差項の係数に関する F テスト 
 
F(  1,   430)  7.74 
Prob > F  0.0056 
 
元請け交差項と最終下請け系交差項の係数に関する F テスト 
 
F(  1,   430)  1.06 





















図表 5   推計結果  産業組織と人的資本 
  元請け  中間下請け 
  係数  標準誤差    係数  標準誤差   
資本装備率(固定資産)  0.0454   0.0210  **  0.0257  0.0210    
資本装備率(ソフトウェア)  0.1254   0.0159  *** 0.0561  0.0207   *** 
情報処理合格者ダミー  0.0282   0.0688    0.1313  0.0722   * 
メーカー系ダミー  0.0771   0.0866    0.2498  0.1390   * 
ユーザー系ダミー  0.1154   0.0720    0.2675  0.1304   ** 
ソフトウェア売上高比率  0.1591   0.1042    0.3823  0.1360   *** 
定数項  -4.0579   0.1881  *** -5.3487  0.2921    
サンプル数  120  116 
自由度修正済み決定係数  0.4194  0.1985 
 
 
  最終下請け  独立系 
  係数  標準誤差    係数  標準誤差   
資本装備率(固定資産)  0.0860   0.0342  **  0.1024  0.0269   *** 
資本装備率(ソフトウェア)  0.0704   0.0276  **  0.0766  0.0251   *** 
情報処理合格者ダミー  -0.1580   0.1504    0.0293  0.1018    
メーカー系ダミー  0.1566   0.2510    0.2359  0.1759    
ユーザー系ダミー  -0.0066   0.2153    0.2480  0.1127   ** 
ソフトウェア売上高比率  0.2366   0.1938    0.0653  0.1399    
定数項  -4.3243   0.3533  *** -4.1681  0.3004   *** 
サンプル数  67  136 
自由度修正済み決定係数  0.2153  0.1636 
(注)    13
情報処理合格者ダミーは、従業員に占める情報処理試験合格者の割合が 50%超の企業を 1,そうでない企
業を 0 としたダミー変数。 
 
４．まとめと今後の課題 
本稿では IPA(情報処理推進機構)が 2006 年 8 月に実施した「第 28 回情報処理産業経営
実態調査」における個票データを用いて、日本のソフトウェア産業の生産性の決定要因に
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